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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シート状もしくは板状の異なる表示性能および機能を有する複数種類の電子ディスプレ
イ手段と、非電子のディスプレイ手段の組み合わせからなる複合ディスプレイユニットに
おいて、前記複合ディスプレイユニットは、前記電子ディスプレイ手段と非電子のディス
プレイ手段の組み合わせを保持するとともにそれぞれ独立に着脱可能とする保持手段と、
可撓性プラスチック基板に形成される電子ディスプレイ手段と、前記電子ディスプレイ手
段への電力供給手段であるフレキシブルポリマーバッテリーとよりなるとともに、前記フ
レキシブルポリマーバッテリーは、前記電子ディスプレイ手段と非電子のディスプレイ手
段の組み合わせの内容物を保護するための外側カバーとして適用し、カバーと電力供給を
兼用することを特徴とする複合ディスプレイユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複合ディスプレイユニットに関し、特に、情報等の入出力装置を一体化した
複合ディスプレイユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　情報社会の発達とともに従来新聞や書籍で配信されていた各種の情報が電子情報となり
、コンピュータあるいはＰＤＡ等の各種端末に配信され、それらの情報をディスプレイに
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よって見る時代になってきて久しい。それに応じて、各種ディスプレイの研究開発が盛ん
になってきている。
　これらのディスプレイには大きく分けて自ら発光する自発光型ディスプレイと室内灯や
太陽光などの外光によって視認できる反射型ディスプレイがある。
【０００３】
　前者の代表例はＣＲＴディスプレイであるが、近年はバックライトを備えた液晶ディス
プレイやプラズマディスプレイ、さらには電子放出型ディスプレイ（例えば、特許文献１
参照。）のような薄型のものに取って代わられようとしている。
　さらに最近は、薄型軽量化、量産時の低コスト化が期待でき、液晶ディスプレイの欠点
であるコントラストの低さや、視野角の狭さ等を容易に解決できる技術として、有機エレ
クトロ・ルミネッセンス（ＥＬ）素子を利用したいわゆる有機ＥＬディスプレイが注目を
集め、その材料研究が盛んである（例えば、特許文献２参照）。
【０００４】
　一方で、視野角の狭さ等の技術課題があるものの、自発光型ディスプレイほどエネルギ
ー消費をしない反射型液晶ディスプレイも携帯端末用ディスプレイとして捨てがたい魅力
があり、明るさ向上等を目的として引き続きその改良研究が行われている（例えば、特許
文献３参照）。
　他に、いわゆるマイクロカプセル粒子の電気泳動を利用した反射型ディスプレイの研究
も盛んになってきている（例えば、特許文献４参照）。
【０００５】
　これら以外にも、分散粒子配向型ディスプレイ、着色粒子回転型ディスプレイ、ＰＬＺ
Ｔディスプレイ、ＤＭＤ（デジタル・マイクロミラーデバイス）ディスプレイ、電子粉流
体ディスプレイ等各種のディスプレイ技術が研究されている。
　これはある一つの技術で、高精細、カラー化、動画表示、低エネルギー駆動、薄型、軽
量化、可撓性、ロバストネス、ペーパーライクな取り扱い性、低コスト等全ての要求を満
たす技術が存在しないからであり、今後それぞれの要求に応じて、それに最適な技術で実
用化されていくものと考えられる。
【０００６】
　一方で、このような電子情報表示技術とは別に、従来より使用されている紙による表示
は、電子表示ディスプレイのようなコンピュータ等の情報の表示手段としての多様性はな
いもののその扱いやすさは捨てがたいものがある。
【特許文献１】特開２０００－３０６０５号公報
【特許文献２】特開２００３－１４２２６９号公報
【特許文献３】特開平５－６１０２７号公報
【特許文献４】特表２００２－５２０６５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上述のごとき実情に鑑みてなされたもので、その第１の目的は、多様な用途
に適用できる新規な構成の可搬性表示体を提案することにある。
　また、第２の目的は、このような新規な構成の可搬性表示体の各ディスプレイ手段を簡
単に交換可能とするための構成を提案することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は前記目的を達成するためのもので、第１に、シート状もしくは板状の異なる表
示性能および機能を有する複数種類の電子ディスプレイ手段と、非電子のディスプレイ手
段の組み合わせからなる複合ディスプレイユニットにおいて、前記複合ディスプレイユニ
ットは、前記電子ディスプレイ手段と非電子のディスプレイ手段の組み合わせを保持する
とともにそれぞれ独立に着脱可能とする保持手段と、可撓性プラスチック基板に形成され
る電子ディスプレイ手段と、前記電子ディスプレイ手段への電力供給手段であるフレキシ
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ブルポリマーバッテリーとよりなるとともに、前記フレキシブルポリマーバッテリーは、
前記電子ディスプレイ手段と非電子のディスプレイ手段の組み合わせの内容物を保護する
ための外側カバーとして適用し、カバーと電力供給を兼用する複合ディスプレイユニット
とした。
【発明の効果】
【００１０】
　シート状もしくは板状の異なる表示性能および機能を有する電子及び非電子のディスプ
レイ手段の組み合わせからなる複合ディスプレイユニットとしたので、これらの表示手段
を適宜選ぶことにより、表示する内容に適した表示媒体を選ぶことが可能となった。
【００１１】
　また、このような複合ディスプレイユニットにおいて、前記ディスプレイ手段の組み合
わせを保持する保持手段と、前記電子ディスプレイ手段への電力供給手段とを一体化する
とともに、該電力供給手段は、バッテリー兼前記ディスプレイ手段の組み合わせのカバー
部材としたので、それぞれのディスプレイ手段が故障、破損しても、そのディスプレイ手
段のみを交換すればよく、大変経済的な可搬性表示体とすることができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下に、本発明に係る複合ディスプレイユニットの実施の形態について説明する。なお
、以下に示す実施の形態は例示であり、これに限定されるものではない。
　図１は、本発明に好適に適用されるディスプレイ手段の一例である有機ＥＬ素子の断面
図であり、基板１上に順次第１電極２、電荷輸送性着色層３、発光層４および第２電極５
が積層された構造になっている。この有機ＥＬ素子では、発光層４から放射された光は電
荷輸送性着色層３、透明な第１電極２、透明な基板１を通して取り出される。この電荷輸
送性着色層３がカラーフィルターとして機能し、発光スペクトル分布が修正され着色され
た光が取り出される。
【００１３】
　本発明に適用される有機ＥＬ素子ではさらに、電荷輸送性着色層に正孔輸送あるいは正
孔注入などの機能を付加することで着色した正孔輸送層あるいは正孔注入層とし、また、
発光層を白色発光層として、この白色発光層を着色した正孔輸送層、正孔注入層と組み合
わせることで任意の発光色を取り出すようにできる。
【００１４】
　図２は、本発明に適用されるフルカラー有機ＥＬ素子の断面図であり、基板１上に第１
電極２が設けられ、第１電極２上に赤色電荷輸送性着色層６、緑色電荷輸送性着色層７お
よび青色電荷輸送性着色層８が、これら３色の電荷輸送性着色層上に発光層４が、さらに
発光層４上に第２電極５が積層された構造になっている。このような赤、緑、青色の３色
の電荷輸送性着色層（正孔輸送層）を微細配置することで、発光層の微細な配置やカラー
フィルターを必要とすることなく、赤、緑、青の発光ピクセルを微細配置でき、フルカラ
ー有機ＥＬディスプレイを形成することができる。もちろん、この電荷輸送性着色層の微
細配置を発光層の微細配置、カラーフィルターと組み合わせて用いることもできる。
【００１５】
　本発明に適用される有機ＥＬ素子に設けられるＥＬ層とは、対向する第１電極と第２電
極間に設けられる有機物層である。少なくともＥＬ層の１層がエレクトロルミネッセンス
を起こすものであれば限定されない。また、ＥＬ層は第１電極上（第１電極と第２電極の
間）に設けられるが、第１電極上に直接設けられたものであっても、必要に応じ第１電極
とＥＬ層との間に他の層を介在させたものであってもよい。
【００１６】
　本発明のＥＬ層はさらに、その構成要素として、必須の層として発光層、電荷輸送性着
色層、任意の層として、発光層に正孔を輸送する正孔輸送層および電子を輸送する電子輸
送層（これらはまとめて、電荷輸送層と呼ぶことがある）、ならびに、発光層または正孔
輸送層に正孔を注入する正孔注入層および発光層または電子輸送層に電子を注入する電子
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注入層（これらはまとめて、電荷注入層と呼ぶことがある）を設けることができる。
　これらＥＬ層を構成する材料としては以下のものが挙げられる。
【００１７】
　まず第１に、電荷輸送性着色層であるが、本発明で用いる電荷輸送性着色層は、光透過
率が特定の波長領域のみで大きくなる電荷輸送性を有する有機化合物層である。本発明で
用いる電荷輸送性着色層は、それ自体電荷輸送性を有する染料、顔料で構成されるか、ま
たは、電荷輸送性を有さなくともよい染料、顔料を電荷輸送性材料に分散させて構成され
る。また、正孔注入、正孔輸送など他の機能を備えたものであってもよい。電荷輸送性着
色層に用いることのできる染料、顔料としては、例えばトリフェニルメタン色素、キサン
チン色素、アゾ色素などの有機色素、金属フタロシアニン、金属錯体アゾなどの金属錯体
、α－Ｆｅ２Ｏ３、ＣｏＯ・Ａｌ２Ｏ３などの無機顔料、ＣｄＳ、ＣｄＳＳｅなどの可視
域にバンドギャップの値を持つ半導体などが挙げられる。染料、顔料を分散させる場合の
電荷輸送性材料として、後述の正孔輸送材料などを用いることができる。このような材料
を用いた場合、発光強度に悪影響はない。
【００１８】
　電荷輸送性着色層の厚みは、好ましくは選択透過波長領域以外での透過率を２０％以下
にするため、２０～２０００ｎｍ、より好ましくは１００～５００ｎｍと通常の正孔輸送
層より厚いものとする。染料、顔料を電荷輸送性材料に分散させて用いる場合には、染料
、顔料と電荷輸送性材料との間で塩を形成することや電荷移動錯体を形成することによる
沈降や色変化を生じにくいことが重要である。
【００１９】
　次に、発光層は、正孔と電子の再結合の場を提供して発光させる機能を有する層であり
、電圧印加時に陽極または正孔輸送層から正孔を注入できるとともに陰極または電子注入
層、電子輸送層から電子を注入することができる機能や、注入された電荷を移動させる機
能を有することができる。発光層の材料として用いることのできる材料としては、例えば
オキサジアゾール誘導体、スチリルベンゼン誘導体、クマリン誘導体、ペリレン誘導体、
キナクリドン誘導体、８－キノリノール誘導体の金属錯体や希土類錯体に代表される各種
金属錯体、ポリチオフェン誘導体、ポリフェニレンビニレン誘導体、ポリフルオレン誘導
体などの高分子化合物、およびこれらの混合物などが挙げられる。
【００２０】
　次に、正孔輸送層は、陽極から正孔を注入する機能、正孔を輸送する機能、陰極から注
入された電子を障壁する機能の少なくともいずれかを有している層である。また、機能別
に正孔注入層、正孔輸送層など複数層に分割してもよい。正孔輸送層を構成する材料とし
ては、例えば、カルバゾール誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾール誘導体、オキサ
ジアゾール誘導体などの正孔輸送性低分子、ポリビニルカルバゾール誘導体、ポリチオフ
ェン誘導体などの正孔輸送性高分子、ポリメチルメタクリレートやポリスチレンのような
電荷輸送性のない高分子をバインダーとして正孔輸送性低分子を分散したものなどが挙げ
られる。前出の電荷輸送性着色層材料を分散させることで着色した正孔輸送層として用い
ることができる。
【００２１】
　本発明においては、先に設ける電極を第１電極、その後ＥＬ層上に設ける電極を第２電
極として呼ぶ。これらの電極は特に限定されないが、好ましくは電極は陽極と陰極からな
り、この場合第１電極は陽極、陰極のいずれであってもよい。好ましくは陽極と陰極のど
ちらか一方が、透明または半透明である。
【００２２】
　陽極は正孔を注入しやすいように４ｅＶより大きい仕事関数を持つものが好ましく、例
えば酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）などの導電性金属
酸化物、金、銀、クロム、ニッケルなどの金属、ヨウ化銅、硫化銅などの無機導電性物質
、ポリアニリン、ポリピロールなどの有機導電性材料、これらの混合物または積層物など
が挙げられ、特に、高導電性、透明性などの点からＩＴＯが好ましい。
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【００２３】
　陰極は電子を注入しやすいように４ｅＶより小さい仕事関数を持つものが好ましく、例
えばアルカリ金属（例えばリチウム、ナトリウム、セシウムなど）およびそのフッ化物、
アルカリ土類金属（カルシウム、マグネシウムなど）およびそのフッ化物、アルミニウム
、銀などの金属およびこれらの合金または混合物などが挙げられる。
【００２４】
　本発明においては基板を設けることができる。この基板は、その上に電極やＥＬ層が設
けられるものであり、所望により透明材料からなることができるが、不透明材料であって
もよい。基板には、例えば石英、ソーダガラスなどのガラス板、金属板や金属箔、アクリ
ル系樹脂、スチレン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂などのプラスチックなどが用いられ
るが、ガラス、プラスチックのような透明なものが望ましい。特にプラスチック基板は軽
量化ができ、壊れにくく、また可撓性があるので、表示手段の操作性が紙に近くなる（他
の表示手段との切り替え時にめくるという感覚が紙に近くなる）ので好ましい。
【００２５】
　本発明の有機ＥＬ素子の製造方法は、前記の有機ＥＬ素子が製造できる方法であれば限
定されない。具体的には、例えば基板上に第１電極を設ける工程と、前記第１電極上に赤
色、緑色および青色の電荷輸送性着色層を形成する工程と、前記赤色、緑色および青色の
電荷輸送性着色層上に白色発光層を形成する工程と、前記白色発光層上に第２電極を設け
る工程から少なくともなる有機ＥＬ素子の製造方法を用いることができる。
【００２６】
　このような手順による製造方法とすることにより、従来一般的な、基板上にカラーフィ
ルター、第１電極、正孔輸送層、白色発光層、第２電極を順次設ける手順と比較して、製
造工程を短縮することができる。なお、カラーフィルター、基板、第１電極の順での配置
は、視差が大きくなるため実用的ではない。また、発光層と電荷輸送性着色層が隣接する
ので、従来のカラーフィルターと発光層との間に第１電極を挟む有機ＥＬ素子と比べても
さらに色純度が良好である。さらに、第１電極の形成が、耐熱温度が最高でも２５０℃程
度のカラーフィルターなどの熱に弱い中間層を介在させることなく基板上に形成できるの
で、第１電極が高温で形成でき、そのため第１電極の抵抗値が従来の１／４程度まで低下
して、導電性が高まり、有機ＥＬ素子の発光効率が高まる利点がある。
【００２７】
　また、本発明に用いることのできる正孔輸送層は厚膜化が可能なものであるので、正孔
輸送層や電荷輸送性着色層の形成に印刷法を用いることができ、この点でも製造工程の簡
略化やコストダウンが可能である。さらに、ＥＬ素子の発光層は、薄くしかも空気との接
触を避ける必要がありパターニングが困難であるが、本発明は発光層のパターニングを行
わずパターニングしやすい電荷輸送性着色層について行うことが可能であるので、製造工
程上有利である。
【００２８】
　図３は、本発明に適用されるディスプレイ手段の一例である反射型液晶表示素子の概略
構成を示す断面図であり、図４は、図３に示す反射型液晶表示素子に適用される表示用光
学システムの一例を示す説明図である。
　図３ならびに図４を用いて、本発明に適用される一例として液晶表示素子について説明
する。ここでは消費電力が少なくてすむ反射型液晶表示素子の実施形態の説明をするが、
これによって、本発明が限定されるものではない。
【００２９】
　本実施形態に好適に適用される反射型液晶表示素子は、対向して配される一対の透光性
基板と、該一対の透光性基板の対向面間に挟装される液晶材料とを有し、該液晶材料の有
する電気光学効果を用いて表示を行う液晶表示素子であって、上記一対の透光性基板のい
ずれか一方の対向面側に、光反射層と、透光性の光散乱層とがこの順に積層されてなる構
造を有している。より具体的には、液晶表示素子（反射型液晶表示素子）３０は図３に示
すように、透光性基板１１の一方の面（対向面）上に、反射層（光反射層）１２、透光性
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の光散乱層１３、平行に配された複数の信号電極（液晶駆動用電極）１５、並びに液晶配
向膜１６が順に形成されてなる信号電極側基板１０と、透光性基板２１の一方の面（対向
面）上に、平行に配された複数の走査電極（液晶駆動用電極）２２および液晶配向膜２３
が順に形成されてなる走査電極側基板２０とが、それぞれの対向面により液晶材料１７を
挟装するべく対向配置された液晶パネル構造を有している。また、上記信号電極１５と走
査電極２２とは互いに直行するように配されている。
【００３０】
　なお、それぞれの「透光性基板の対向面側」とは、透光性基板１１（または透光性基板
２１）の対向面側と液晶材料１７との間を指すものとする。また、「対向面側にＡ層とＢ
層とがこの順に積層される」とは、Ａ層とＢ層とが積層構造になっているとともに、該Ａ
層がＢ層より対向面近傍に位置していることを指す。したがって、場合によっては、上記
対向面とＡ層との間に、他の層が介在していてもよい。
【００３１】
　この液晶表示素子３０は、白黒表示に適用された単純マトリクス型の液晶表示素子であ
り、上記信号電極１５と走査電極２２との交差部間に所定の電圧を印加し、液晶材料１７
の有する電気光学効果を用いて表示を行う反射型液晶表示素子である。なお、この液晶パ
ネル構造において、透光性基板１１、２１それぞれの「対向面」は液晶セル内面を形成す
るものであり、場合によっては「内面」と称するものとする。また、透光性基板１１、２
１それぞれの「内面」の背向面を、「外面」と称するものとする。
【００３２】
　以下、上記液晶表示素子３０の製造工程の概略について説明を行う。まず、液晶表示素
子３０を構成する信号電極側基板１０の製造工程を説明する。
はじめに、透光性基板１１の一方の面（対向面）上にアルミニウム等の高反射特性を有す
る材料よりなる薄膜、すなわち反射層１２をスパッタリング法により面内均一に形成する
。反射層１２の層厚（膜厚）は特に限定されるものではないが、本実施の形態では約１０
００Åである。また、反射層１２をなす材料は所望される反射特性を有するものであれば
特に限定されるものではなく、例えば、銀などを使用することもできる。
【００３３】
　続いて、基材としてのアクリル系樹脂に粒径２μｍの粒状シリカ（光散乱粒子）１４が
ほぼ均一に分散されてなる透光性樹脂材料をスピンコーティングにより反射層１２上に均
一に塗布し、例えば紫外線硬化することで層厚６μｍの光散乱層（透光性樹脂層）１３を
形成した。なお、本実施の形態では、図３に示すように、反射層１２が完全に被覆される
べく光散乱層１３を形成している。また、光散乱層１３の層厚は特に限定されるものでは
ないが、平面平坦性を確保しながら、膜厚分布による散乱特性の面内分布を抑えるという
理由により、５μｍ～１５μｍの範囲内であることがより好ましい。
【００３４】
　上記透光性樹脂材料をなす基材は、透光性を有し、かつ、光散乱粒子を変質させること
なく分散できるものであれば特に限定されるものではなく、例えば、シリコン樹脂、エポ
キシ樹脂、などをアクリル系樹脂に代えて使用することができる。ただし、平坦な薄膜を
容易に形成することが可能である（平面平坦性が良好である）という観点からはアクリル
系樹脂がより好ましい。また、光散乱粒子１４は、上記基材とは異なる屈折率を有する粒
子状物質であって、光散乱層１３の層厚以下の粒子径を有するものであれば特に限定され
るものではなく、例えば、ガラスビーズ、プラスチックビーズなどを使用することができ
る。
【００３５】
　続いて、上記光散乱層１３上にＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）などの透
明（透光性）導電性材料よりなる透明導電膜をスパッタリング法により面内均一に形成し
た。そして、該透明導電膜をフォトリソグラフィー法によりパターニングすることで、互
いに略平行に配された複数の信号電極（１つのみ図示される）１５が形成される。そして
、この信号電極１５を被覆し、かつ、凹凸を平坦化するように、ポリイミド材料等の透光
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性材料よりなる薄膜が印刷法によりパターン形成され、該薄膜にラビング処理を施すこと
により液晶配向膜１６が形成される。上記説明のようにして信号電極側基板１０は製造さ
れる。
【００３６】
　次に、走査電極側基板２０の製造工程の概略について、以下に説明を行う。
　はじめに、透光性基板２１の一方の面（対向面）上にＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　
ｏｘｉｄｅ）等の透明（透光性）導電性材料よりなる透明導電膜をスパッタリング法によ
り面内均一に形成する。そして、該透明導電膜をフォトリソグラフィー法によりパターニ
ングすることで、互いに略平行に配された複数の走査電極２２が形成される。そして、こ
の走査電極２２を被覆し、かつ、凹凸を平坦化するように、ポリイミド材料等の透光性材
料よりなる薄膜が印刷法によりパターン形成され、該薄膜にラビング処理を施すことによ
り液晶配向膜２３が形成される。
【００３７】
　続いて、液晶配向膜１６、２３の一方（場合によっては両方）に対しスペーサー１８を
分散するとともに、信号電極側基板１０または走査電極側基板２０の周縁部に、接着材お
よび封止材としてのシール樹脂層１９を形成する。なお、シール樹脂層１９は図示しない
液晶注入口に相当する部分には形成しない。
【００３８】
　そして、信号電極側基板１０と走査電極側基板２０とがシール樹脂１９を介して貼り合
わされる。次いで、液晶セル内部に対し液晶注入口より液晶材料１７を注入・充填し、液
晶注入口を封止することで液晶表示素子３０が製造される。なお、上記のスペーサー１８
は、上記液晶表示素子３０のセル間隔を一定に保持するべく機能する。また、上記信号電
極１５が走査電極として、かつ、走査電極２２が信号電極として機能する構成であっても
よい。
【００３９】
　上記の製造工程でも説明したように、反射層１２と光散乱層１３とはいずれも平面状に
均一に形成されている。したがって、凹凸形状を有する樹脂層上にその形状に沿って反射
層（光反射層）を形成して光散乱・反射板とする従来の反射型液晶表示素子（従来型液晶
表示素子と称する）と比較すれば、該凹凸形状平坦化のために平坦化樹脂層を設ける必要
がない。よって、目的とする光散乱・反射板（すなわち、本実施の形態における反射層１
２と光散乱層１３との積層構造板）を備えた反射型液晶表示素子を効率よく製造すること
が可能である。
【００４０】
　また、本実施の形態において、反射層１２は１０００Åと極めて薄い層厚で透光性基板
１１内面上に形成されており、該内面と同等の平坦性を有すると考えられる。すなわち、
光散乱層１３は、高い平坦性を有する反射層１２上に形成されるので、面内分布および基
板間分布よく（すなわち、品質安定性よく）形成可能である。本実施の形態では光散乱層
１３の層厚は６μｍであるが、面内分布と基板間分布との双方に優れるとともに、その表
面平坦性も水平面を基準として±０.１μｍ以内と極めて優れた値を示した。さらに、こ
の構造では、反射層１２と光散乱層１３との間に介在する層がないため光学的なロスを抑
制することが可能であり、上記従来型液晶表示素子と同等の極めて優れた光学特性（コン
トラストや視野角等）を有する反射型液晶表示素子を品質安定性良く製造することが可能
である。
【００４１】
　図４に示すように、製造された液晶表示素子３０が反射型のみに適用される場合、表示
に利用される光は透光性基板２１の外面側（図中、観測者のいる側）にある反射用光源３
１より該液晶表示素子３０内に入射される。この光は、例えば、偏光板と位相差板とを積
層してなるフィルム（以下、偏光位相差板２７と称する）を透過させた光として液晶表示
素子３０に与えられ、透光性基板２１、透明導電性材料よりなる走査電極２２（光の一部
は走査電極２２、２２間を透過する）、液晶配光膜２３、液晶材料１７、液晶配向膜１６
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、透明導電性材料よりなる信号電極１５（光の一部は信号電極１５、１５間を透過する）
、並びに、透光性樹脂層である光散乱層１３、を順に透過して反射層１２に到達し、該反
射層１２において透光性基板２１方向に反射される。
【００４２】
　反射層１２において反射された上記光は、直ちに光散乱層１３に入射され、該光散乱層
１３中に均一に分散された光散乱粒子１４により、液晶セル内部に均一に拡散されて表示
に利用される。なお、光散乱層１３の光散乱特性（光拡散特性）は、例えば、基材と光散
乱粒子１４との組合せ；光散乱粒子の粒子径；光散乱粒子１４の含有量；層厚；基材中に
おける光散乱粒子１４の分散均一性度合い；等の要素を変更することにより所望するよう
に制御可能である。
【００４３】
　上記偏光位相差板２７は、反射用光源３１と液晶表示素子３０との間に配置されていれ
ばよく、透光性基板２１の外面上に貼り付けられて液晶表示素子３０と一体化されたもの
であってもよい。偏光位相差板２７を設けることにより、反射用光源３１の存在下で良好
な表示品位を得ることが可能となる。また、上記光を発する反射用光源３１は特に限定さ
れるものではなく、自然光源または人工光源（補助光源等）より任意に選択すればよい。
【００４４】
　なお、透光性基板１１、２１としては、一般的には寸法安定性に優れている等の理由で
ガラス基板が使用されるが、本発明のように可搬性を重視し、また、使用時に他の表示手
段とを切り替えて使用するという特殊性を考慮すると、透光性プラスチック基板（透光性
プラスチック材料からなる基板）を使用することが望ましい。この理由として、本実施の
形態にかかる液晶表示素子３０は白黒表示に適用されるものゆえ、１）透光性基板１１、
２１のそれぞれに形成される樹脂層の数は比較的少なく、寸法変化の制御が比較的容易で
あること、２）厳密な位置あわせが要求されるのは、基本的に、液晶駆動用電極（信号電
極１５および走査電極２２）同士の位置関係だけであるため寸法変化に対する許容度が比
較的広いこと、３）可撓性とすることにより、他の表示手段との切り替え使用時に、より
紙に近い使用感覚（ページをめくる感覚）が得られること等が挙げられる。
【００４５】
　加えて、ガラス基板にかえて透光性プラスチック基板を使用すれば、本発明にかかる反
射型液晶表示素子の薄型化、軽量化が可能となるとともに、割れ・ひびなどの破損が生じ
にくい等の利点がある。本発明では実際に透光性基板１１、２１として透光性プラスチッ
ク基板を使用した場合でも、図４に示す表示用光学システムを適用することで良好な表示
品位を得ることができている。なお、本発明において、プラスチック基板とは、透光性、
可撓性を有するプラスチック基板であれば特に限定されないが、例えば、ポリエチレンテ
レフタレート（ＰＥＴ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリエチレンナフタレート
（ＰＥＮ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ナイロン、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥ
ＥＫ）、ポリスルホン（ＰＳＦ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリアリレート（Ｐ
ＡＲ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、またはポリイミドからなる基板を指し
ている。
【００４６】
　図５は、本発明に適用されるディスプレイ手段の一例であるマイクロカプセル型のディ
スプレイの断面図を示し、図６は、本発明に適用されるマイクロカプセル型のディスプレ
イの電極構成を示す部分破断斜視図である。デバイスは、一般的に、ＫＡＰＴＯＮ薄膜の
ような薄い、可撓性の材料である基板４０を備える。行電極４２は、印刷プロセスによっ
て基板４０上に被着されていることが好ましい。例示の実施態様では、非線形バックプレ
ーン４４は、粒状バリスター材料または粒状ダイオード材料の連続層である。４４で示す
非線形バックプレーンの構造は、また、粒状シリコンの層、印刷された金属接点、及び、
粒状シリコンの別の層とすることができる。代替的には、構造４４は、ＰＮＰＮＰＮＮＰ
ＮＰＮＰのような上に向かうパターンで印刷された、Ｐ型及びＮ型のドーピングされた粒
状半導体インクの層から構成することができる。任意の多くの数の層を印刷することがで
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き、その最適な数は、主として所望の破壊電圧に依存して決まる。
【００４７】
　第１の組４２に位置合わせされた、オプションの第２の組の印刷された行電極４６（図
５にのみ示している）は、非線形材料４４の他方の面に対する接点を設ける。Ａｃｈｅｓ
ｏｎ　ＭＬ２５２０８のような絶縁材料が、電極４２間の空間を画定するレーン４８に印
刷被着され、これによって、なめらかな表面が形成される。電気泳動式ディスプレイのマ
イクロカプセルの層のような電気光学ディスプレイ４１は、行電極４６上に、もしそれら
が省かれている場合には、非線形バックプレーン４４上に印刷被着される。１組の透明な
列電極４９が、行電極４２（及び、もし、含まれていれば４６）に直交するパターンで、
ディスプレイ４１上に印刷被着される。絶縁材料は、列電極４９間のレーン５０に印刷被
着される。アクティブな画素は、電気光学ディスプレイ４１の領域内で画定され、そこで
は、これらの直交する電極の組がオーバーラップする。従って、Ｍ個の行電極とＮ個の列
電極を備えるディスプレイは、Ｍ×Ｎ個の画素を有する。
【００４８】
　図７、図８は、マイクロカプセル４７によるディスプレイ表示の動作原理を示す。図７
は、単一のタイプまたは色の粒子を含む電気泳動マイクロカプセルの例である。電極４６
および４９に、選択的に逆向きのバイアスをかけることによって、スピロピランとキレー
ト剤を含み、マイクロカプセル４７に封入されている、電荷を有する着色粒子５１の多く
が、オイルよりなる染料添加懸濁流体５２の中で、一方の電極の方向あるいは逆向きに移
動をおこす。
【００４９】
　ここで、白色を得るためにこのような着色粒子５１としては、例えば酸化チタンを用い
ることもできる。その場合、着色粒子５１が電極４６の方向に引きつけられ、その色（今
ここでは白色）が見えるようになる。その逆の形態になると、着色粒子５１が電極４６の
方向に引きつけられ、その結果粒子は、染料添加懸濁流体５２によって見えなくなってし
まう。
【００５０】
　図８（Ａ）および（Ｂ）は、複数のタイプまたは色の粒子を含む電気泳動マイクロカプ
セルの例である。図８（Ａ）においては、電気泳動マイクロカプセル４７の中にオイルよ
りなる懸濁流体５３があり、その中にはスピロピランおよびキレート剤を含む単一の色の
多量の電荷粒子５４と、別な色あるいは視覚的に対照的な色で同程度の量の非電荷粒子５
５が分散されている。
【００５１】
　ここで、それぞれの粒子５４、５５は、例えば酸化チタン（白色用粒子）とカーボンブ
ラック（黒色用粒子）とされる。
　電極４９および４６にバイアスをかけると、電荷を有する着色粒子５４が、電極４９の
方に移動する（この場合にはその粒子の色が強くなる。今ここでは白色。）か、あるいは
、電極４６の方に移動する（この場合には、粒子５４は粒子５５の後に隠れてしまうので
、粒子５５の色が強くなる。今ここでは黒色。）。この実施態様においては、それぞれの
粒子５４、５５は、例えば酸化チタン（白色用粒子）とカーボンブラック（黒色用粒子）
としたが、スピロピランおよびキレート剤を、電荷粒子５４や非電荷粒子５５の中に入れ
てもよい。
【００５２】
　別な方法を図８（Ｂ）に示すが、粒子５４と、それとは別の色にした粒子５６に逆の電
荷を担持させると、プッシュ・プル効果が生まれ、電極４９に引きつけられる粒子の視認
性を高め、逆側の粒子による視覚的な妨害を防ぐことができる。また、別な方法では、異
なった粒子の組を作る際に、同じ符号の電荷であるがその電荷の大きさを変えておくこと
もできる。これらすべての実施態様において、粒子５４と粒子５６の電気泳動的な移動性
には実質的に差がある。なお、本明細書で「実質的に差がある」という用語を用いる場合
には、一方の色の粒子の約２５％未満、好ましくは約５％未満しか、他方の色の粒子と同
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一あるいは類似の電気泳動的挙動を示さないことを意味する。
【００５３】
　次に、本発明に係る複合ディスプレイユニットの実施の形態の全体的構成について図９
から図１１を用いて説明する。なお、以下に示す実施の形態は例示であり、これに限定さ
れるものではない。
　図９（Ａ）は、本発明の複合ディスプレイユニットの斜視図であり、このように外側カ
バー６０ならびにカバー留め具６１よりなり、ブック状に構成される。図９（Ｂ）は、留
め具６１をはずし、内部を本のように開いた状態であり、保持されたディスプレイ手段６
５は、バインダー６２により保持されている。
【００５４】
　本発明においては、このディスプレイ手段６５として、上記説明のようなカラー表示を
行う有機ＥＬによるディスプレイと、モノクロ表示を行う液晶ディスプレイと、電気泳動
粒子を利用したディスプレイ、さらに古典的表示装置である紙をこの順序で積層し、この
ような電子的な表示装置と紙の混合群をバインダー６２（図１０）により保持している。
紙は、ディスプレイ手段であるとともに、いわゆるノートとしての使い方もできるので、
ディスプレイ手段ならびに書き込み媒体ということもできる。なお、ディスプレイ手段６
５は先のような積層順序で積層するのが一般的であるが、このような積層順序に限られる
ものではなく、適宜任意の順序に変更することができる。
【００５５】
　図１０は、本発明の複合ディスプレイユニットに適用されるバインダーを示す斜視図で
あり、図１１は、本発明の複合ディスプレイユニットに適用される各種ディスプレイ手段
ならびに紙の概念を示す斜視図である。本発明の複合ディスプレイユニットは、ディスプ
レイ手段６５として、有機ＥＬディスプレイ、液晶ディスプレイ、電気泳動ディスプレイ
、そして紙を有しているものであるが、これらのディスプレイ手段ならびに書き込み媒体
には、複数個の穴６６を設け、バインダー６２のピン６４によって嵌合されている。そし
てこのような電子的なディスプレイ手段と紙のような非電子的なディスプレイ手段の混合
群は、本のようにめくることができるので、所望のディスプレイ手段を必要に応じて自由
に使用することができる。
【００５６】
　なお、このバインダー６２は、図１０に示すように、回転部６３を軸とし、バインダー
留め部６２ｃとバインダー留め部６２ｄの着脱を行うことにより、バインダー６２ａとバ
インダー６２ｂに図の矢印方向に回転分割でき、ピン６４も分割され、ディスプレイ手段
（あるいは紙）６５を着脱可能としている。
　すなわち、紙などは筆記によりたまったものを新たな紙に交換することができる。また
紙に限らず、上記電子的なディスプレイ手段も、故障等が生じた場合に交換することも簡
単にできるようになっている。
【００５７】
　次に、本発明の他の特徴について説明する。
　前述のように、本発明は、電子的なディスプレイ手段と非電子的なディスプレイである
紙の混合群よりなる複合ディスプレイユニットであるが、このような電子的な表示媒体に
電力を供給する構成について説明する。
【００５８】
　本発明の複合ディスプレイユニットは、本来の趣旨（表示機能あるいは書き込み機能）
からいえば、ディスプレイ手段６５を上記のように積層したものをバインダー６２によっ
て保持すれば一応機能する。しかしながら、本発明では図９に示すように、内容物である
ディスプレイ手段６５をバインダー６２によって保持するとともに、外側カバー６０によ
って覆っている。これは高価な電子的なディスプレイ手段である内容物を保護するための
ものであるが、本発明においては、この外側カバー６０に内容物を保護する以上の機能を
持たせている。すなわち、電子的なディスプレイ手段への電力供給手段としての機能であ
る。
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　具体的には本発明においては、外側カバー６０を全体を１枚のシート状構成としたバッ
テリーとしている。より具体的には、ポリマー電解質電池が好適に用いることができる。
【００５９】
　以下、その構造の１例について図１２から図１４を用いて説明する。
　図１２において、７０はゲル状ポリマー電解質保持正極ユニットで、７２はゲル状ポリ
マー電解質保持負極ユニットである。上記ゲル状ポリマー電解質保持正極ユニット７０は
、図１３に示すように、正極７５を袋状の支持体７７に収容し、正極７５と支持体７７と
を一体化した後、ゲル化成分含有電解液を含浸させ、その状態で紫外線を照射してモノマ
ー成分を重合するとともに電解液をゲル化してゲル状ポリマー電解質７６にすることによ
り構成されたものである。ただし、この図１３はゲル状ポリマー電解質保持正極ユニット
７０を模式的に示すもので、ゲル状ポリマー電解質７６が支持体７７の周囲に形成されて
いるかのように図示されているが、実際には、正極ユニットへのゲル化成分含有電解液の
含浸時に上記ゲル化成分含有電解液が多孔質の不織布で構成される支持体の内部に侵入し
、さらに正極の内部の空孔部分にも侵入し、そこで重合とゲル化が行われてゲル状ポリマ
ー電解質になっている。しかし、その部分のゲル状ポリマー電解質は図示しがたいので、
この図１３においては図示していない。
【００６０】
　また、ゲル状ポリマー電解質保持負極ユニット７２は、図１４に示すように、負極７８
を袋状の支持体７７に収容し、負極７８と支持体７７とを一体化した後、ゲル化成分含有
電解液を含浸させ、モノマー成分を重合するとともにゲル化してゲル状ポリマー電解質７
６とすることによって構成されたものであり、このゲル状ポリマー電解質保持負極ユニッ
ト７２におけるゲル状ポリマー電解質７６の形成態様も上記ゲル状ポリマー電解質保持正
極ユニット７０に関連して説明した場合と同様である。
【００６１】
　そして、図１２において、７４は上記ラミネートフィルムからなる外装体であり、この
外装体７４で上記ゲル状ポリマー電解質保持正極ユニット７０とゲル状ポリマー電解質保
持負極ユニット７２とを積層して構成したユニットセルを外装しており、上記ゲル状ポリ
マー電解質保持正極ユニット７０の正極７５のリード部と正極端子７１とは溶接によって
接続され、ゲル状ポリマー電解質保持負極ユニット７２の負極のリード部と負極端子７３
とは溶接によって接続され、正極端子７１の自由端側と負極端子７３の自由端側が外装体
７４の外部に引き出されて電池が構成されている。
【実施例１】
【００６２】
　以下、具体的な実施例を説明する。
　この実施例では、正極、負極ともあらかじめ支持体となる不織布で包んで電極と支持体
とを一体化しておき、そのリード部に熱剥離シートを貼着してから、そのそれぞれにゲル
化成分含有電解液を含浸させ、ゲル化してゲル状ポリマー電解質にする。まず、電極と支
持体とを一体化して電極ユニット（つまり、電極と支持体との一体化物）とする工程から
説明する。
【００６３】
　正極ユニットの作製：支持体としては、厚さ３０μｍ、坪量１２ｇ／ｍ２のポリブチレ
ンテレフタレート不織布〔ＮＫＫ社製、ＭＢ１２３０（商品名）〕を用い、これを２００
ｍｍ×３２０ｍｍに切断した。
【００６４】
　上記正極のリード部に熱剥離シート〔日東電工（株）製のリバアルファ（商品名）〕を
貼着した後、この正極を上記ポリブチレンテレフタレート不織布の長さ方向の中央部より
左側の部分に載置し、右側の部分を折り返して正極を覆った後、その幅方向の両側部を熱
融着器（商品名：ポリシーラー、富士インパルス（株）製）でシールして支持体としての
ポリブチレンテレフタレート不織布を袋状にし、両者を密接させて正極と支持体とを一体
化して正極ユニットとした。
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【００６５】
　負極ユニットの作製：上記負極のリード部に正極の場合と同様の熱剥離シートを貼着し
た後、この負極を正極の場合と同様の袋状のポリブチレンテレフタレート不織布に収容し
、両者を密接させて負極と支持体とを一体化して負極ユニットとした。
【００６６】
　上記正極ユニットおよび負極ユニットをそれぞれ前記ゲル化成分含有電解液に減圧下で
１分間浸漬して正極ユニットおよび負極ユニットにゲル化成分含有電解液を含浸させた後
、それぞれをポリエチレン製の袋に入れ、密閉した。
【００６７】
　つぎに、上記電極ユニット入りのポリエチレン製袋の両面から、フュージョンＵＶシス
テムズ・ジャパン（株）製の紫外線照射装置を用いて、紫外線を１.２Ｗ／ｃｍ2の照度で
８秒間照射し、電解液中のモノマー成分を重合させるとともに、電解液をゲル化してゲル
状ポリマー電解質にした。
【００６８】
　上記のように、ゲル化してゲル状ポリマー電解質を保持させた正極ユニットおよび負極
ユニットを袋から取り出し、そのリード部に１４０℃～１６０℃の熱風を吹きつけること
によって熱剥離シートをリード部から剥がした後、上記のゲル状ポリマー電解質保持正極
ユニットとゲル状ポリマー電解質保持負極ユニットとを積層してユニットセルとし、それ
をポリエステルフィルム－アルミニウムフィルム－変性ポリオレフィンフィルムの三層構
造のラミネートフィルムからなる外装体で外装して密閉することによりポリマー電解質電
池を作製した。
【００６９】
　このように、ポリマー電解質電池では、電解質をシート状にすることができ、それによ
って、例えばＡ５版～Ａ３版などの大面積でしかも薄形の電池の作製が可能になる。この
ようなポリマー電解質を用いた電池は、耐漏液性を含めた安全性、貯蔵性が優れている。
このポリマー電解質電池は、通常、アルミニウムフィルムを芯材にしたラミネートフィル
ムを外装体に用い、薄いシート状の電極とシート状のポリマー電解質層とを積層したユニ
ットセルを上記外装体で外装して密閉することによって、薄形電池に仕上げられる。さら
に薄く、フレキシブルなものとすることができるので、機器の形状に合わせた電池を設計
できる。よって、本発明のような電子的なディスプレイ手段を積層し、ブック状にしたも
のの外側カバー６０として好適に適用でき、カバーと電力供給を兼ね備えた構成とするこ
とができる。
【００７０】
　以上の説明より明らかなように、本発明では、シート状もしくは板状の異なる表示性能
および機能を有する電子及び非電子のディスプレイ手段の組み合わせからなる複合ディス
プレイユニットにおいて、前記ディスプレイ手段の組み合わせを保持する保持手段と、前
記電子ディスプレイ手段への電力供給手段とを一体化するとともに、該電力供給手段は、
バッテリー兼前記ディスプレイ手段の組み合わせのカバー部材とすることによって構成さ
れる。そしてそれぞれ、カラー表示を必要とする場合、モノクロ表示で充分な場合、動画
表示を必要とする場合、静止画表示で充分な場合、さらには、書き込みを必要とする場合
といった用途に応じた表示手段あるいは書き込みならびにその書き込み後の情報の表示手
段としてそれぞれの特性に応じて効果的に活用できるという利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】本発明に適用される有機ＥＬ素子の断面図である。
【図２】本発明に適用されるフルカラー有機ＥＬ素子の断面図である。
【図３】本発明に適用される反射型液晶表示素子の概略構成を示す断面図である。
【図４】図３に示す反射型液晶表示素子に適用される表示用光学システムの一例を示す説
明図である。
【図５】本発明に適用される電気泳動ディスプレイの断面図である。
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【図６】本発明に適用される電気泳動ディスプレイの電極構成を示す部分波断斜視図であ
る。
【図７】本発明に適用される電気泳動ディスプレイで単一のタイプまたは色の粒子を含む
電気泳動マイクロカプセルによるディスプレイ表示の動作原理を示す図である。
【図８】本発明に適用される電気泳動ディスプレイで複数のタイプまたは色の粒子を含む
電気泳動マイクロカプセルによるディスプレイ表示の動作原理を示す図である。
【図９】本発明の複合ディスプレイユニットを示す図である。
【図１０】本発明の複合ディスプレイユニットに適用されるバインダーを示す斜視図であ
る。
【図１１】本発明の複合ディスプレイユニットに適用される各種ディスプレイ手段ならび
に紙の概念を示す斜視図である。
【図１２】本発明に適用されるポリマー電解質電池を模式的に示す断面図である。
【図１３】本発明に適用されるポリマー電解質電池のゲル状ポリマー電解質保持正極ユニ
ットを模式的に示す断面図である。
【図１４】本発明に適用されるポリマー電解質電池のゲル状ポリマー電解質保持負極ユニ
ットを模式的に示す断面図である。
【符号の説明】
【００７２】
１…基板、２…第１電極、３…電荷輸送性着色層、４…発光層、５…第２電極、６…赤色
電荷輸送性着色層、７…緑色電荷輸送性着色層、８…青色電荷輸送性着色層、１０…信号
電極側基板、１１…透光性基板、１２…反射層（光反射層）、１３…光散乱層（透光性樹
脂層）、１４…光散乱粒子、１５…信号電極（液晶駆動用電極）、１６…液晶配向膜、１
７…液晶材料、１８…スペーサー、１９…シール樹脂層、２０…走査電極側基板、２１…
透光性基板、２２…走査電極、２３…液晶配向膜、２７…偏光位相差板、３０…液晶表示
素子（反射型液晶表示素子）、３１…反射用光源、４０…基板、４１…電気光学ディスプ
レイ、４２…電極、４４…非線形バックプレーン、４６…電極、４７…マイクロカプセル
、４８…レーン、４９…電極、５０…レーン、５１…着色粒子、５２…染料添加懸濁流体
、５３…懸濁流体、５４…電荷を有する着色粒子、５５…非電荷粒子、５６…別の色にし
た粒子、６０…外側カバー、６１…カバー留め具、６２（６２ａ、６２ｂ）…バインダー
、６２ｃ…バインダー留め部ｃ、６２ｄ…バインダー留め部ｄ、６３…回転部、６４…ピ
ン、６５…ディスプレイ手段、６６…穴、７０…ゲル状ポリマー電解質保持正極ユニット
、７１…正極端子、７２…ゲル状ポリマー電解質保持負極ユニット、７３…負極端子、７
４…外装体、７５…正極、７６…ゲル状ポリマー電解質、７７…支持体、７８…負極。
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